
４ 普通会計決算の概要 

 
 （１）普通会計決算とは  

普通会計とは、各地方公共団体の財政状況を容易に比較・分析できるようにするため、

総務省の定める基準に従い、一般会計や各特別会計を再構成した会計であり、その決算

額は毎年度の地方財政状況調査（決算統計）として、国においてとりまとめられます。  

なお、各項目の数値のうち、令和元年度の数値は速報値であり、最終的に変更となる場

合があります。  

 
 （２）決算収支の状況  

令和元年度普通会計決算は、歳入総額が 1,008 億 4,963 万円、歳出総額が 979 億 8,049

万円となり、歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支は 28 億 6,915 万円となりま

した。この形式収支から翌年度に繰り越すべき財源 3 億 8,084 万円を差し引いた実質収

支は、24 億 8,830 万円となりました。  

 

【決算収支の推移】 （単位：百万円）

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

 歳入総額(A) 94,865 99,878 94,091 95,712 100,850

 歳出総額(B) 90,140 97,394 91,740 92,880 97,980

 形式収支(C=A-B) 4,725 2,484 2,351 2,832 2,869

 翌年度繰越財源(D) 74 2 38 33 381

 実質収支(E=C-D) 4,651 2,482 2,313 2,799 2,488  

 

【歳入総額・歳出総額の推移】  
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 （３）歳入の状況  
歳入総額は、1,008 億 4,963 万円で前年度と比較して 51 億 3,723 万円、率にして 5.4％

の増となりました。  

一般財源は、638 億 9,482 万円で 15 億 7,942 万円、2.5％の増となりました。このう

ち、特別区税は 180 億 963 万円で 4 億 5,574 万円、2.6％の増、財政調整交付金は 406

億 9,298 万円で 8 億 355 万円、2.0％の増となっています。  

特定財源は、369 億 5,481 万円で 35 億 5,781 万円、10.7％の増となりました。この

うち、国庫支出金は 185 億 459 万円で 13 億 1,352 万円、7.6％の増、都支出金は 75 億

9,728 万円で 12 億 8,121 万円、20.3％の増､繰入金は 6 億 5,200 万円で 2 億 9,423 万円、

82.2％の増となっています。  

 

（単位：千円、％）

令和元年度 平成30年度

決算額 構成比 決算額 構成比

 特別区税 18,009,629 17.9 17,553,888 18.3 455,741 2.6

 財政調整交付金 40,692,983 40.4 39,889,429 41.7 803,554 2.0

 その他(譲与税等) 5,192,210 5.1 4,872,081 5.1 320,129 6.6

 　計 63,894,822 63.4 62,315,398 65.1 1,579,424 2.5

 国庫支出金 18,504,592 18.3 17,191,072 18.0 1,313,520 7.6

 都支出金 7,597,282 7.5 6,316,069 6.6 1,281,213 20.3

 繰入金 651,995 0.6 357,765 0.4 294,230 82.2

 特別区債 1,591,400 1.6 1,598,000 1.7 △6,600 △0.4

 その他(使用料等) 8,609,543 8.6 7,934,099 8.2 675,444 8.5

 　計 36,954,812 36.6 33,397,005 34.9 3,557,807 10.7

歳　入　合　計 100,849,634 100.0 95,712,403 100.0 5,137,231 5.4

【歳入の内訳】

増減額 増減率

特
定
財
源

区　　分

一
般
財
源

 

 

【一般財源・特定財源の推移】  
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歳入総額に占める自主財源の割合は 27.0％となり、前年度と同率となりました。  

【自主財源比率の推移】  

 

 

 

特別区税は、180 億 963 万円で前年度と比較して 4 億 5,574 万円、率にして 2.6％の

増となりました。  

財政調整交付金は、406 億 9,298 万円で前年度と比較して 8 億 355 万円、率にして

2.0％の増となりました。  

【特別区税・財政調整交付金の推移】  

 

＊自主財源比率＝歳入総額に占める自主財源（特別区税、
分担金及び負担金、使用料及び手数料、財
産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入）
の割合 
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 （４）歳出の状況  
歳出総額は、979 億 8,049 万円で前年度と比較して 51 億 56 万円、率にして 5.5％の

増となりました。  

義務的経費は、513 億 2,586 万円で 17 億 8,034 万円、3.6％の増となりました。この

うち、人件費は 163 億 9,970 万円で 2 億 6,702 万円、1.7％の増、扶助費は 327 億 896

万円で 10 億 7,637 万円、3.4％の増、公債費は 22 億 1,720 万円で 4 億 3,696 万円、24.5％

の増となっています。  

投資的経費は、117 億 7,847 万円で 23 億 1,154 万円、24.4％の増となりました。こ

のうち、普通建設事業費の補助事業費は 32 億 4,420 万円で 13 億 3,119 万円、69.6％の

増、単独事業費は 84 億 6,006 万円で 9 億 614 万円、12.0％の増となっています。  

その他経費は、348 億 7,616 万円で 10 億 867 万円、3.0％の増となりました。  

（単位：千円、％）

令和元年度 平成30年度

決算額 構成比 決算額 構成比

16,399,696 16.7 16,132,681 17.4 267,015 1.7

32,708,962 33.4 31,632,594 34.1 1,076,368 3.4

2,217,199 2.3 1,780,241 1.9 436,958 24.5

51,325,857 52.4 49,545,516 53.3 1,780,341 3.6

11,704,266 11.9 9,466,929 10.2 2,237,337 23.6

 補助事業費 3,244,203 3.3 1,913,009 2.1 1,331,194 69.6

 単独事業費 8,460,063 8.6 7,553,920 8.1 906,143 12.0

74,206 0.1 0 0.0 74,206 皆増

11,778,472 12.0 9,466,929 10.2 2,311,543 24.4

34,876,160 35.6 33,867,489 36.5 1,008,671 3.0

歳　出　合　計 97,980,489 100.0 92,879,934 100.0 5,100,555 5.5

【歳出額の内訳(性質別)】

 人件費

 扶助費

 公債費

区　　分 増減額 増減率

そ の 他 経 費

義
務
的
経
費

　 計

 普通建設事業費

　 計

投
資
的
経
費  災害復旧事業費

 

【歳出額の推移(性質別)】  
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目的別の歳出では、総務費が 102 億 1,498 万円で 4 億 1,682 万円、4.3％の増、民生

費が 536 億 3,273 万円で 14 億 7,776 万円、2.8％の増、土木費が 83 億 5,690 万円で 18

億 5,358 万円、28.5％の増、教育費が 129 億 6,847 万円で 3 億 9,384 万円、3.1％の増

となりました。  

【歳出額の内訳(目的別)】 （単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

601,751 0.6 587,393 0.6 14,358 2.4

10,214,983 10.4 9,798,163 10.5 416,820 4.3

53,632,727 54.7 52,154,970 56.2 1,477,757 2.8

6,694,807 6.8 6,548,779 7.1 146,028 2.2

130,140 0.1 128,489 0.1 1,651 1.3

2,376,325 2.4 2,330,031 2.5 46,294 2.0

8,356,901 8.5 6,503,324 7.0 1,853,577 28.5

711,069 0.7 470,896 0.5 240,173 51.0

12,968,470 13.2 12,574,629 13.5 393,841 3.1

74,206 0.1 0 0.0 74,206 皆増

2,219,110 2.3 1,783,260 1.9 435,850 24.4

0 0.0 0 0.0 0 －

97,980,489 100.0 92,879,934 100.0 5,100,555 5.5

総 務 費

民 生 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

平成30年度

労 働 費

商 工 費

議 会 費

増減率増減額

衛 生 費

区　　分
令和元年度

合　　　計

土 木 費

消 防 費

教 育 費

諸 支 出 金

 

 （５）基金及び区債の残高  
基金残高は、令和元年度末で 394 億円となりました。令和元年度末残高は、前年度よ

り増加し、過去最高の水準にあります。  

区債残高は、令和元年度末で 180 億円となりました。令和元年度末残高は、前年度よ

り減少し、ピーク時の 461 億円（平成 11 年度）と比較して半分以下の水準にあります。  

【基金及び区債残高の推移】  
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 （６）財政指標  
① 財政力指数 

 基準財政収入額／基準財政需要額（過去３年間の平均値）  

地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た

数値の過去 3 年間の平均値であり、財政力指数が高いほど、財源に余裕があることを示

しています。  

令和元年度は前年度と変わらず 0.34 となりました｡ 

【財政力指数の推移】  

 

 

② 実質収支比率 

 実質収支／標準財政規模  

実質収支比率は、実質収支の標準財政規模に対する割合であり、実質収支比率が正数

の場合は実質収支の黒字、負数の場合は赤字を示しています。  

令和元年度は 0.6 ポイント下がり 4.0％となりました｡ 

【実質収支比率の推移】  
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③ 経常収支比率 

 経常経費充当一般財源等／歳入経常一般財源等  

経常収支比率は、地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、毎年度

経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、毎年度経常的に

収入される一般財源等（経常一般財源等）の合計額に占める割合であり、比率が低いほ

ど弾力性が高いことを示しています。  

令和元年度は 1.1 ポイント上がり 84.1％となりました｡ 

【経常収支比率の推移】  

 
④ 公債費負担比率 

 公債費充当一般財源等／一般財源総額  

公債費負担比率は、公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、公債費

に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合であり、公債費負担比率が高いほど、

一般財源に占める公債費の比率が高く、財政構造の硬直化が進んでいることを示してい

ます。  

令和元年度は 0.5 ポイント上がり 3.2％となりました｡ 

【公債費負担比率の推移】  
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 （７）健全化判断比率  

① 財政健全化法  

平成 19 年 6 月に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、

健全化判断比率の公表が義務付けられました。同法では、4 つの健全化判断比率と早

期健全化基準、財政再生基準の 2 つの基準を定義し、これらの比率と基準で自治体の

財政状況をチェックすることとしています。  

 

② 2 つの基準を超えた場合  

ア 早期健全化基準 

4 つの健全化判断比率のうち、1 つでも早期健全化基準を超えると、財政悪化の要

因分析、計画期間、基本方針、指標を基準以下に改善する方策等の内容を記載した「財

政健全化計画」を作成しなければなりません。 

財政健全化計画は、自治体の長が作成し、議会の承認が必要となります。また、承

認された計画は、住民に公表され、総務大臣・知事に報告されます。  

イ  財政再生基準  

将来負担比率を除く 3 つの健全化判断比率のうち、1 つでも財政再生基準を超える

と早期健全化基準を下回るようにする方策を盛り込んだ「財政再生計画」の策定が義

務付けられます。  

財政再生計画においても、財政悪化の要因分析、計画期間、基本方針はもちろんの

こと、改善方策について、事務事業の見直しや組織の合理化、使用料・普通税等の値

上げなど詳細な計画を立てなければなりません。  

財政再生計画は、自治体の長が作成し、議会の承認が必要となります。そして、速

やかに住民に公表され、総務大臣・知事に報告されます。  

 

③ 荒川区の状況  

荒川区の数値
(令和元年度決算)

早期健全化基準
(荒川区の場合)

財政再生基準

実質赤字比率
･一般会計等の実質赤字額の大きさ
を示す比率

－ 11.25% 20.00%

連結実質赤字比率
･全ての会計の実質赤字額の大きさ
を示す比率

－ 16.25% 30.00%

実質公債費比率
･公債費及び公債費に準じた経費の

大きさを示す比率

0.0% 25.0% 35.0%

将来負担比率
･一般会計等が将来負担すべき実質

的な負債の大きさを示す比率

－ 350.0%
 

荒川区における令和元年度の健全化判断比率は、いずれもこれら（上記②）に該当

せず健全な段階にあります。  

なお、実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率については、それぞれ算定

の基礎となる実質赤字額、連結実質赤字額、実質的な負債（将来負担額が充当可能財

源等を超える場合の額）がないため、「－」表示による公表となります。  
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④ 健全化判断比率の対象となる会計  

公営事業
会計

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

地
方
公
共
団
体

一般会計
等

一般会計

うち公営
企業会計

特別会計

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

 

 
 （８）まとめ  

荒川区の収支状況及び財政指標等は順調に推移しており、元年度決算においても、お

おむね良好な財政状況にあると言えます。  

しかしながら、荒川区は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、財政調整交付金

をはじめとした歳入の大幅な減収が想定されます。  

さらに、今後の少子高齢化等の進展に伴う福祉関係経費の増加、学校施設をはじめと

する社会資本の老朽化に伴う整備・更新、大規模災害に備えるための防災まちづくり事

業、災害拠点病院の整備、市街地再開発などの大規模プロジェクト等、多額の財政負担

を伴う行政需要が見込まれており、今後も予断を許さない極めて厳しい財政状況が続く

ものと考えられます。  

こうした中で区民の皆様の期待に応えていくためには、区民サービスの更なる向上に

努めつつ、中長期的な視点を踏まえ将来に向けて施策を支え得る財政基盤を維持してい

かなければなりません。今後も、社会情勢の変化等を踏まえ、徹底した行政改革の推進

や施策の見直しを行うとともに、区民税の収納率アップや新たな財源確保を図るなど、

歳入歳出の両面から健全な財政運営に向けた取り組みを推進していきます。  
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27年　　　 人 K㎡ 人 人 人

22年　　　 人 K㎡ 人 人 人

 千円 千円 ％ 千円

％ ％

％ ％

千円 千円

千円 千円

％ ％ ％ ％

〔 %〕 〔 %〕 〔 %〕

％ ％ ％ ％

〔 %〕 〔 %〕 〔 %〕

千円 千円 千円 千円
人 円 人 人 円

う ち
技能労務

2,832,469

33,111

2,799,358

486,192

303,705

0

0

789,897

国 調 人 口 面 積 人 口 密 度 人口集中地区人口 人 口

217,167

10.20 19,931 203,296 31.4.1 216,063

10.16 20,892 212,264 02.4.1212,264

203,296

平 成 30 年 度

千円

歳 入 総 額 Ａ 100,849,634 5.4 基準財政需要額 59,225,405 57,771,152

区 分 令 和 元 年 度 平 成 30 年 度 増減率 区 分 令 和 元 年 度

95,712,403

（Ａ）－（Ｂ）

翌年度に繰り
Ｄ 380,844 1,050.2

19,880,383 19,197,779

歳入歳出差引額
Ｃ 2,869,145 1.3 標準財政規模 61,954,228 60,421,541

歳 出 総 額 Ｂ 97,980,489 5.5 基準財政収入額

臨時財政対策債
発 行 可 能 額 ― ―

越すべき財源

92,879,934

実 質 収 支
（Ｃ）－（Ｄ）

Ｅ 2,488,301 △ 11.1 財 政 力 指 数 0.34 0.34

単 年 度 収 支 Ｆ △ 311,057 実質収支比率 4.0 4.6

84.1 83.0

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0.0 地方債現在高 17,993,353 18,467,597

積 立 金 Ｇ 365,262 20.3 経常収支比率

21,986,770 19,421,424

実質単年度収支
Ｊ 54,205

積立金取崩し額 Ｉ 0 0.0 債務負担行為額

(F)+(G)+(H)-(I)

　※〔　〕書きは、早期健全化基準 
区 分 令 和 元 年 度 平 成 30 年 度 区 分 令 和 元 年 度 平 成 30 年 度

  令  和  元  年  度  決  算  に  基  づ  く  健  全  化  判  断  比  率

31.4.1

職員数

実 質 赤 字 比 率
― ―

実 質 公 債 費 比 率
0.0 1.2

11.25 11.25 25.0 25.0

1,583 295,242
36,843,792

連結実質赤字比率
― ―

将 来 負 担 比 率
― ―

16.25 16.25 350.0 350.0

減 債 基 金
その他特定
目 的 基 金

職員数 給料月額
30
年度末
現在高

普
 
　
通
 
　
会
 
　
計

17,760,292 4,262,755 14,820,745

区 分
02.4.1

積
立
額

積
　
　
立
　
　
金
　
　
の
　
　
状
　
　
況

区 分

合 計 1,767 290,966 127 1,702

2,314,875

1,681 291,319 120 1,621

一人当り平均 新規採用
職員数

一人当り平均

給料月額

臨時職員 0

一般職員 1,642 290,579 115

3,033,688

教育公務員 39 322,477 5 38

115 296,468 0 121 301,083

令
和
元
年
度

324,352

―

284,885
令和元
年度末
現在高

取
崩
額

0

そ の 他 の
会 計

86 284,057 7 81

小 計

%〕

%〕

295,399

0 0 0

調
整
額

0 0 0 0
298,240

18,125,554 4,116,306 17,129,620 39,371,480

500,000 6,000 506,000

365,262 353,551

合 計

職 員 数 等 の 状 況
財 政 調 整
基 金
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決 算 額 構成比 増減率 構成比 一般財源等
経常収
支比率

千円 ％ ％ ％ 千円 ％

18,009,629 17.9 2.6 16.7 15,525,077 24.3

278,884 0.3 2.0 10.6 9,642,203 15.1

51,352 0.1 △ 23.9 1.1 1,053,436 1.6

255,906 0.3 13.8 33.4 13,768,639 21.7

158,475 0.2 △ 13.8 2.3 2,217,199 3.5

3,616,452 3.6 △ 4.3 2.3 2,217,199 3.5

0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

81,560 0.1 △ 49.9 52.4 31,510,915 49.4

28,821 0.0 皆増

703,102 0.7 328.4 17.4 14,132,799 19.9

40,692,983 40.4 2.0 0.5 491,026 0.8

普通交付金 39,345,022 39.0 2.0 5.4 4,171,739 5.2

特別交付金 1,347,961 1.3 2.4 3.1 3,002,352

17,658 0.0 4.1 0.0 0

　 63,894,822 63.4 2.5 1.2 157,967 0.0

1,257,989 1.2 △ 7.4 8.0 6,497,665 8.7

1,527,971 1.5 △ 16.0 0.0 0 0.0

355,894 0.4 △ 0.3 35.6 28,453,548 34.6

18,504,592 18.3 7.6 11.9 6,087,865 ○経常経費充当

7,597,282 7.5 20.3 補助事業費 3.3 749,648 　一般財源等

256,578 0.3 △ 3.8 単独事業費 8.6 5,338,217 千円

20,370 0.0 110.0 うち人件費 0.3 312,636 ○歳入経常一般財源等

651,995 0.6 82.2 0.1 74,206 千円

2,832,469 2.8 20.5 0.0 0

2,358,272 2.3 33.1 12.0 6,162,071

1,591,400 1.6 △ 0.4

36,954,812 36.6 10.7

100,849,634 100.0 5.4 100.0 66,126,534

決 算 額 構成比 増減率 構成比 構成比(%)

千円 ％ ％ 千円 ％ 91.6

601,751 0.6 2.4 0.9 0.4

10,214,983 10.4 4.3 14.2 8.0

53,632,727 54.7 2.8 44.8 0.0

6,694,807 6.8 2.2 8.3 0.0

130,140 0.1 1.3 0.2 0.0

0 0.0 0.0 0.0 100.0

2,376,325 2.4 2.0 1.6

8,356,901 8.5 28.5 8.6

711,069 0.7 51.0 1.1

12,968,470 13.2 3.1 16.8

74,206 0.1 皆増 0.1

2,219,110 2.3 24.4 3.4

0 0.0 0.0 0.0 歳入 △ 4.4

歳出 △ 4.3

歳入 4.0

（注）「公営事業・公営企業会計」欄の「普通会計繰入繰出額」の単位は 歳出 3.7

　　　「千円」である。 歳入 3.7

歳出 3.8

歳入 ―

歳出 ―

歳入 28.0

歳出 28.0

歳入 ―

歳出 ―（ 駐 車 場 ） ― ―

（介護サービス） 180,587 0

公営企業会計 ― ―

（介護サービス） ― ―

公営企業会計 180,587 180,587

（保険事業） 17,048,374 42,490

介護保険事業 ― ―

事 業 会 計 2,786,334 0

介護保険事業 17,498,558 2,741,399

事 業 会 計 22,653,195 103,505

後期高齢者医療 2,798,083 608,767
合 計 97,980,489 100.0 5.5 66,126,534 100.0

2,219,110 繰入繰出額

諸 支 出 金 0 国民健康保険 22,866,385 2,374,137

教 育 費 11,083,437 公 営 事 業 ・ 公 営 企 業 会 計

災 害 復 旧 費 74,206
区 分 決算額 (千円)

増 減 率
(%)

普 通 会 計

公 債 費

土 木 費 5,713,619 現 年 課 税 分 (%) 滞納繰越分(%) 合　　計　(%)

消 防 費 696,361 98.3 45.5 96.4

農林水産業費 0 合 計 18,009,629 2.6

商 工 費 1,059,187 特 別 区 民 税 徴 収 率

衛 生 費 5,508,238 入 湯 税 0 0.0

労 働 費 111,599 法 定 外 普 通 税 0 0.0

総 務 費 9,413,317 特 別区 たば こ税 1,441,276 △ 3.7

民 生 費 29,645,732 鉱 産 税 0 0.0

特 別 区 民 税 16,489,583 3.2

議 会 費 601,728 軽 自 動 車 税 78,770 4.3

目　　　的　　　別　　　歳　　　出 特　　別　　区　　税

区 分 一 般 財 源 等 区 分 決算額(千円) 増 減 率 (%)

特 定 財 源 計

合 計 合 計 97,980,489 5.5

諸 収 入 投資的経費計 11,778,472 24.4

地 方 債

繰 入 金 災害復旧事業費 74,206 皆増 63,520,384

繰 越 金 失業対策事業費 0 0.0

財 産 収 入 8,460,063 12.0 53,404,949

寄 附 金 312,636 9.7

国 庫 支 出 金 普通建設事業費 11,704,266 23.6

都 支 出 金 3,244,203 69.6

使 用 料 繰 上 充 用 金 0 0.0 0

手 数 料 その他経費計 34,876,160 3.0 21,998,080

0

分担金・負担金 繰 出 金 7,810,535 △ 2.0 5,556,186

交通安全対策特別交付金 投資・出資金 0 0.0

一 般 財 源 計 貸 付 金 1,165,167 7.7

補 助 費 等 5,321,075 3.1 3,330,036

積 立 金 3,033,688 10.2

地方特例交付金 物 件 費 17,043,221 3.9 12,620,832

財政調整交付金 維 持 補 修 費 502,474 1.9 491,026

自動車取得税交付金 義務的経費計 51,325,857 3.6 31,406,869

自動車税環境性能割交付金

地方消費税交付金 元 利 償 還 金 2,217,199 24.5 2,217,199

ゴルフ場利用税交付金 一時借入金利子 0 皆減 0

配当割交付金 扶 助 費 32,708,962 3.4 13,768,559

株式等譲渡所得割交付金 公 債 費 2,217,199 24.5 2,217,199

地 方 譲 与 税 うち職員給 10,359,535 1.8 9,598,831

利子割交付金 うち退職金 1,053,436 1.4 1,028,377

千円 ％ 千円

特 別 区 税 人 件 費 16,399,696 1.7 15,421,111

歳　　　　　　　　　入 性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

区 分 区 分 決 算 額 増減率
経 常 一 般
財 源
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